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	                     証　　明　　書 　 （児童扶養手当・特別児童扶養手当用）

 　  平成・令和　　年度の道府県民税（都が地方税法第１条第２項の規定によって課する同法

 　第４条第２項第１号に掲げる税を含む。）における所得等の状況は次のとおりである。



	氏名
	
	生年月日
	昭和・平成　　　　年　　月　　日

	住所
	

	①控除対象配偶者及び扶養親族の合計数（注１）

　　  うち、老人控除対象配偶者及び老人扶養親族の合計数

  　  うち、特定扶養親族の合計数
	                  　　人

      （ 　　　　　 　人）

　　　（ 　　　　　 　人）

	②総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額、土地等に係る

  事業所得等の金額、長期譲渡所得金額並びに短期譲渡所得金　額、商品先物取引に係る雑所得等金額の合計額

  （注２）　　　　　          　　
	                        円



	控

除


	③雑          損          控          除          額
	                        円

	
	④医療費控除額
	　                      円

	
	⑤小  規  模  企  業  共  済  等  掛  金  控  除  額
	  　　                  円

	
	⑥障          害          者          控          除
	障　　　 人・特障       人

	
	⑦老年者・寡婦（夫）・寡婦特例・勤労学生控除
	  老 ・ 寡 ・ 寡特 ・ 勤

	
	⑧配      偶      者      特      別      控      除
	                        円

	
	⑨地方税法附則第６条第１項による免除
  （肉用牛の売却による事業所得）
	                        円



	
	
	

	備考



	 上記のとおり、相違ないことを証明する。

     　　令和　　年　　月　　日

          　　

              　　　     　　　　   市町村長                        印



	


　注１　「①」の欄は、所得税法に規定する控除対象配偶者、扶養親族、老人控除対象配偶者及　　　　　び老人扶養親族の数である。

　注２　「②」欄の長期譲渡所得及び短期譲渡所得金額は、所得税法第３３条第３項に規定する　　　　　特別控除額及び租税特別措置法の特別控除額の控除をしないで計算した額である。

